
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

平 成 2 2 年 度 市 原 市 水 道 事 業 会 計 予 算 



  

議 案 第 34号  
 
             平成２２年度市原市水道事業会計予算                

 

 

 （ 総 則 ）  

 

第 １ 条  平 成 ２ ２ 年 度 市 原 市 水 道 事 業 会 計 の 予 算 は 、 次 に 定 め る と こ ろ に よ る 。  

 

 （ 業 務 の 予 定 量 ）  

 

第 ２ 条  業 務 の 予 定 量 は 、 次 の と お り と す る 。  

 

 ⑴  給 水 戸 数 及 び 給 水 量 等  

 

 
区    分  予   定   量  

給 水 戸 数 18, 0 2 5  戸  

年 間 給 水 量 5,7 8 1 , 0 0 0  ㎥  

一日平均給水量 15, 8 3 0  ㎥  

 

 ⑵  主 な 建 設 改 良 事 業  

 

    上 水 道 拡 張 事 業                4 8 3 , 6 6 4  千 円  

 

    各 施 設 整 備 事 業                6 8 0 , 1 8 1  千 円  

 

 （ 収 益 的 収 入 及 び 支 出 ）  

 

第 ３ 条  収 益 的 収 入 及 び 支 出 の 予 定 額 は 、 次 の と お り と 定 め る 。  

 

 

水 道 事 業 会 計  



                   収              入  

 

     第  １  款   水 道 事 業 収 益                      2 , 9 9 4 , 8 9 8千 円  

 

        第  １  項   営 業 収 益                     1 , 0 3 2 , 3 9 4千 円  

 

        第  ２  項   営 業 外 収 益                     1 , 9 6 2 , 5 0 4千 円  

 

                   支              出  

 

     第  １  款   水 道 事 業 費                      2 , 9 9 4 , 8 9 8千 円  

 

        第  １  項   営 業 費 用                     2 , 4 3 4 , 7 5 0千 円  

 

        第  ２  項   営 業 外 費 用                      5 5 0 , 1 4 8千 円  

 

        第  ３  項   予 備 費                        1 0 , 0 0 0千 円  

 

 （ 資 本 的 収 入 及 び 支 出 ）  

 

第 ４ 条  資 本 的 収 入 及 び 支 出 の 予 定 額 は 、次 の と お り と 定 め る 。（ 資 本 的 収 入 額 が 資 本 的 支 出 額 に 対 し 不 足 す る 額      

 

  1 , 3 9 4 , 9 3 1千 円 は 、 過 年 度 分 損 益 勘 定 留 保 資 金 で 補 て ん す る も の と す る 。 ）  

 

                   収              入  

 

     第  １  款   資 本 的 収 入                            8 4 0 , 7 7 1千 円  

 

        第  １  項   企 業 債                       4 2 7 , 7 0 0千 円  

 

        第  ２  項   国 庫 補 助 金                        4 7 , 9 0 0千 円  

 

        第  ３  項   工 事 負 担 金                      3 4 6 , 1 7 1千 円  

 

        第  ４  項   他 会 計 補 助 金                        1 9 , 0 0 0千 円  

 

 

 



                   支              出  

 

     第  １  款   資 本 的 支 出                        2 , 2 3 5 , 7 0 2千 円  

 

        第  １  項   建 設 改 良 費                       1 , 3 0 1 , 8 7 7千 円  

 

        第  ２  項   企 業 債 償 還 金                           9 3 3 , 8 2 5千 円  

 

（ 継 続 費 ）  

 

第 ５ 条  継 続 費 の 総 額 及 び 年 割 額 は 、 次 の と お り と 定 め る 。  

 

                                           （ 単 位 ： 千 円 ）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ 企 業 債 ）  

 

第 ６ 条  起 債 の 目 的 、 限 度 額 、 起 債 の 方 法 、 利 率 及 び 償 還 の 方 法 は 、 次 の と お り と 定 め る 。  

 

                                           （ 単 位 ： 千 円 ）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

水 道 事 業 会 計  

 款 項 事  業  名 総  額 年  度 年 割 額 

１．資本的支出 １．建設改良費 新井浄水場沈澱池設備増設事業    470,000 

平成22年度 249,000 

平成23年度 221,000 

起 債 の 目 的 限  度  額 起 債 の 方 法 利  率 償 還 の 方 法 

上 水 道 拡 張 事 業 157,100 

普通貸借又は証券発行

年5.0％以内 

（ただし、利率見直し方

式で借り入れる資金につ

いて、利率の見直しを行

った後においては、当該

見直し後の利率） 

政府資金については、その融 

資条件による。 

銀 行 そ の 他 の 資 金 に つ い て

は、債権者との協定による。 上 水 道 施 設 改 良 事 業 270,600 



（ 一 時 借 入 金 ）  

 

第 ７ 条  一 時 借 入 金 の 限 度 額 は 、 500, 0 0 0千 円 と 定 め る 。  

 

 （ 議 会 の 議 決 を 経 な け れ ば 流 用 す る こ と の で き な い 経 費 ）  

 

第 ８ 条  次 に 掲 げ る 経 費 に つ い て は 、 そ の 経 費 の 金 額 を 、 そ れ 以 外 の 経 費 の 金 額 に 流 用 し 、 又 は そ れ 以 外 の 経 費 を そ の  

 

経 費 の 金 額 に 流 用 す る 場 合 は 、 議 会 の 議 決 を 経 な け れ ば な ら な い 。  

 

   職 員 給 与 費             4 2 4 , 8 6 6千 円  

 

（ 他 会 計 か ら の 補 助 金 ）  

 

第 ９ 条  営 業 助 成 及 び 施 設 整 備 に 対 す る 補 助 金 と し て 、 一 般 会 計 か ら こ の 会 計 へ 補 助 を 受 け る 金 額 は 、 499,9 9 5千 円 で  

 

あ る 。  

 

 （ た な 卸 資 産 の 購 入 限 度 額 ）  

 

第 １ ０ 条  た な 卸 資 産 の 購 入 限 度 額 は 、 8,698千 円 と 定 め る 。  

 

 

 

   平 成 ２ ２ 年 ２ 月 １ ９ 日 提 出  

 

 

                               市原市長     佐  久  間  隆  義       



（単位：千円）

予　　定　　額 備　　　　　　　　考

1. 水 道 事 業 収 益 2,994,898

1. 営 業 収 益 1,032,394

1. 給 水 収 益 1,021,828 水道料金

2. その他の営業収益 10,566
工事検査手数料、
消火栓修理費負担金等

2. 営 業 外 収 益 1,962,504

1. 給 水 申 込 納 付 金 58,117 給水申込納付金

2.
受 取 利 息 及 び
配 当 金

2,300 預金及び有価証券利息

3. 他 会 計 負 担 金 1,419,091
一般会計負担金〔使途：減価償却費、支
払利息（拡張事業）〕

4. 他 会 計 補 助 金 480,995
一般会計補助金〔使途：職員給与費、支
払利息（配水設備）〕

5. 雑 収 益 2,001 有価証券償還差益等

水道事業会計

平成２２年度市原市水道事業会計予算実施計画

款 項 目

収　益　的　収　入　及　び　支　出

収　　　　　　　　　　入



（単位：千円）

予　　定　　額 備　　　　　　　　考

1. 水 道 事 業 費 2,994,898

1. 営 業 費 用 2,434,750

1. 原 水 及 び 浄 水 費 503,195 動力費、薬品費、ﾀﾞﾑ維持管理負担金等

2. 配 水 及 び 給 水 費 260,299 漏水修繕費、施設管理委託料等

3. 総 係 費 357,410 職員給与費、水道料金徴収委託料等

4. 減 価 償 却 費 1,308,845 固定資産減価償却費

5. 資 産 減 耗 費 5,001 固定資産除却費等

2. 営 業 外 費 用 550,148

1.
支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

550,144 企業債償還利子

2. 雑 支 出 4

3. 予 備 費 10,000

1. 予 備 費 10,000

支　　　　　　　　　　出

款 項 目



（単位：千円）

予　　定　　額 備　　　　　　　　考

1. 資 本 的 収 入 840,771

1. 企 業 債 427,700

1. 企 業 債 427,700 上水道拡張事業等企業債

2. 国 庫 補 助 金 47,900

1. 国 庫 補 助 金 47,900 施設整備費補助金

3. 工 事 負 担 金 346,171

1. 工 事 負 担 金 346,171 工事費負担金

4. 他 会 計 補 助 金 19,000

1. 他 会 計 補 助 金 19,000
一般会計補助金
（地域ｸﾞﾘｰﾝﾆｭｰﾃﾞｨｰﾙ基金）

水道事業会計

款 項 目

資　本　的　収　入　及　び　支　出

収　　　　　　　　　　入



（単位：千円）

予　　定　　額 備　　　　　　　　考

1. 資 本 的 支 出 2,235,702

1. 建 設 改 良 費 1,301,877

1. 給 与 費 124,232 職員給与費

2. 拡 張 事 業 費 483,664 新井浄水場沈澱池設備増設事業費等

3. 配 水 設 備 費 680,181 各地区配水管布設・布設替工事費等

4. 営 業 設 備 費 13,800 量水器購入費等

2. 企 業 債 償 還 金 933,825

1. 企 業 債 償 還 金 933,825 企業債償還元金

支　　　　　　　　　　出

款 項 目



1 .

⑴

ア 970,084,418

イ 2,764,799,653

951,379,819 1,813,419,834

ウ 34,374,686,462

10,801,227,838 23,573,458,624

エ 9,563,036,540

6,495,567,439 3,067,469,101

オ 27,033,528

18,841,201 8,192,327

カ 178,575,174

146,548,456 32,026,718

キ 2,022,342,458

31,486,993,480

⑵

ア 3,012,647,829

 

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

水 利 権

減 価 償 却 累 計 額

車 両 及 び 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

工 具 器 具 及 び 備 品

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

平成２２年度市原市水道事業予定貸借対照表

（平成２３年３月３１日）

（単位：円）

資　　　産　　　の　　　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産



イ 2,757,500

3,015,405,329

34,502,398,809

2 .

⑴ 1,851,781,000

⑵ 1,990,086,000

⑶ 4,393,163

⑷ 800,000

3,847,060,163

38,349,458,972

3 .

⑴

ア 647,440

647,440

4 .

⑴ 300,000,000

⑵ 7,277,990

307,277,990

307,925,430

水道事業会計

流 動 負 債

未 払 金

そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

負 債 合 計

資　　　本　　　の　　　部

資 産 合 計

負　　　債　　　の　　　部

固 定 負 債

引 当 金

修 繕 引 当 金

固 定 負 債 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

貯 蔵 品

そ の 他 流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

電 話 加 入 権

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計



5 .

⑴ 8,037,885,280

⑵

ア 16,611,309,119 16,611,309,119

24,649,194,399

6 .

⑴

ア 3,706,396,167

イ 7,464,519,074

ウ 601,218,841

エ 1,243,478,263

13,015,612,345

⑵

ア 375,512,828

イ 1,213,970

ウ 0

376,726,798

13,392,339,143

38,041,533,542

38,349,458,972

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

減 債 積 立 金

利 益 積 立 金

当年度未処分利益剰余金

資 本 剰 余 金

補 助 金

工 事 負 担 金

受 贈 財 産 評 価 額

寄 附 金

利 益 剰 余 金 合 計

資 本 金

自 己 資 本 金

借 入 資 本 金

企 業 債

資 本 金 合 計

剰 余 金



（単位：千円）

前 年 度 決 算 見 込 額

8,401,246 6,228,865 △ 2,172,381

1． 事 業 収 益 1,061,745 1,004,812 △ 56,933

2． 前 年 度 未 収 金 2,027,288 2,021,281 △ 6,007

3． 企 業 債 540,700 427,700 △ 113,000

4． 国 庫 補 助 金 53,200 47,900 △ 5,300

5． 工 事 負 担 金 530,286 346,171 △ 184,115

6． 固 定 資 産 売 却 代 金 35 0 △ 35

7． 一 般 会 計 出 資 金 0 0 0

8． 他 会 計 補 助 金 0 19,000 19,000

9． 前 年 度 繰 越 金 1,250,664 2,272,001 1,021,337

10． 有 価 証 券 売 却 代 2,847,328 0 △ 2,847,328

11． 預 り 金 90,000 90,000 0

6,129,245 4,377,084 △ 1,752,161

1． 事 業 費 用 1,568,541 1,575,429 6,888

2． 前 年 度 未 払 金 526,470 668,805 142,335

3． 貯 蔵 品 12,931 8,698 △ 4,233

4． 建 設 改 良 費 1,114,957 1,100,327 △ 14,630

5． 企 業 債 償 還 金 918,011 933,825 15,814

6． そ の 他 資 本 的 支 出 0 0 0

7． 有 価 証 券 購 入 費 1,898,335 0 △ 1,898,335

8． 預 り 金 返 済 90,000 90,000 0

2,272,001 1,851,781 △ 420,220

水道事業会計

　差　　　　　　　　引

平成２２年度市原市水道事業会計資金計画

区　　　　　　　　　　　　　　分 当 年 度 予 定 額 増　　　　　　減

 受 　 入  　資　  金

 支  　払 　 資 　 金



（単位　：　千円）

報 酬 給 料 職 員 手 当 計

( )

－ 人 人 － 139,958 93,832 233,790 68,544 302,334

( )

－ － 55,931 37,986 93,917 28,615 122,532

( )

－ － 195,889 131,818 327,707 97,159 424,866

( )

－   － 139,307 98,775 238,082 66,768 304,850

( )

－ － 61,457 37,510 98,967 26,954 125,921

( )

－ － 200,764 136,285 337,049 93,722 430,771

( )

－ － 651 △ 4,943 △ 4,292 1,776 △ 2,516

( )

－ － △ 5,526 476 △ 5,050 1,661 △ 3,389

( )

－ － △ 4,875 △ 4,467 △ 9,342 3,437 △ 5,905

（　　　）書きは再任用短時間勤務職員の人数の外書きである。

合 計

1

△ 1

0

損益勘定支弁 職員

資本勘定支弁職員

合 計

前

年

度

資本勘定支弁職員

合 計

本

年

度

損益勘定支弁職員

比

　
　
較

一般職

13

46

32

14

46

33

損益勘定支弁 職員

資本勘定支弁 職員

給　　与　　費　　明　　細　　書

合 計
給 与 費

区 分 法定福利費

 　　1　　総　　括

特別職

職 員 数



扶 養 手 当 管 理 職 手 当 地 域 手 当 住 居 手 当 特 殊 勤 務 手 当 通 勤 手 当
管 理 職 員
特 別 勤 務 手 当

5,925 9,503 16,906 5,640 82 4,609 0

6,460 8,909 17,293 6,552 72 4,150 0

△ 535 594 △ 387 △ 912 10 459 0

期 末 手 当 勤 勉 手 当 時間外勤務手当 休 日 勤 務 手 当

53,800 26,623 8,730 0

54,745 29,104 9,000 0

△ 945 △ 2,481 △ 270 0

水道事業会計

職員手当の内訳

職員手当の内訳

区 分

区 分

本 年 度

比 較

前 年 度

前 年 度

比 較

本 年 度



(単位　：　千円）

区 分 増 減 額 備 考

給与改定に伴う

増 減 分

昇 給 に 伴 う

増 加 分

新 陳 代 謝 △ 6,663

昇 格 3,209

異 動 増 員 等 △ 3,870

そ の 他 632

制度改正に伴う 期 末 手 当 △ 4,891

増 減 分 勤 勉 手 当 △ 1,902

給 与 改 定 △ 29

そ の 他 2,355

説 明

△ 6,692

△ 362

2,179

増 減 事 由 別 内 訳

△ 362

2,179

その他の増減分 2,326

その他の増減分

2　給料及び職員手当の増減額の明細

職 員 手 当

△ 4,875

△ 4,467

給 料

△ 6,793



346,426

21年12月1日現在 432,103

43.03

357,530

20年12月1日現在 448,643

44.10

この表には、再任用短時間勤務職員を含まない。
                   一般行政職には、技能労務職職員1名を含む。

  (2)　　初　任　給

高 校 卒 144,500 円 144,500 円 140,100 円 137,200 円

大 学 卒 178,800 － 172,200 －

水道事業会計

3　給料及び職員手当の状況

　(1)　職員１人当たり給与

技 能 労 務 職
国 の 制 度

一 般 行 政 職 技 能 労 務 職

一 般 行 政 職

平 均 給 料 月 額 （ 円 ）

区 分

区 分

平 均 給 与 月 額 （ 円 ）

平 均 給 与 月 額 （ 円 ）

平 均 年 齢 （ 歳 ）

平 均 給 料 月 額 （ 円 ）

一 般 行 政 職

平 均 年 齢 （ 歳 ）



   (3)　　級別職員数

級 級
（ ） （ ） （ ） （ ）

1 人 2.2 ％ － 人 － ％
（ ） （ ） （ ） （ ）

1 2.2 － －
（ ） （ ） （ ） （ ）

3 6.7 － －
（ ） （ ） （ ） （ ）

8 17.8 － －
（ ） （ ） （ ） （ ）

6 13.3 － －
（ ） （ ） （ ） （ ）

4 8.9 － －
（ ） （ ） （ ） （ ）

13 28.9 1 100.0
（ ） （ ） （ ） （ ）

5 11.1 － －
（ ） （ ） （ ） （ ）

4 8.9 － －
（ ） （ ） （ ） （ ）

45 100.0 1 100.0
（ ） （ ） （ ） （ ）

1 2.2 － －
（ ） （ ） （ ） （ ）

1 2.2 － －
（ ） （ ） （ ） （ ）

3 6.7 － －
（ ） （ ） （ ） （ ）

7 15.6 － －
（ ） （ ） （ ） （ ）

8 17.8 － －
（ ） （ ） （ ） （ ）

5 11.1 － －
（ ） （ ） （ ） （ ）

6 13.3 1 100.0
（ ） （ ） （ ） （ ）

12 26.7 － －
（ ） （ ） （ ） （ ）

2 4.4 － －
（ ） （ ） （ ） （ ）

45 100.0 1 100.0

職 員 数 構 成 比

7級

6級

21年12月1日現在

区 分
職 員 数 構 成 比

一 般 行 政 職 技 能 労 務 職

5級 5級

9級

8級

7級

6級 6級

4級

9級

8級

7級

6級

計

1級

2級

計

9級

3級

2級

3級

1級

20年12月1日現在

7級

3級

計

4級

9級

8級 8級

1級

計

5級 5級

4級 4級

（　    ）書きは再任用短時間勤務職員の人数・構成比の外書きである。

3級

2級 2級

1級



区 分 ９ 級 ８ 級 ７ 級 ６ 級 ５ 級 ４ 級 ３ 級 ２ 級 １ 級

課 長 場 長 ｸﾞﾙｰﾌﾟﾘｰﾀﾞｰ 主 事 主 事

部 長 次 長 課 長 補 佐 副 主 査 主 任

主 幹 ｸﾞﾙｰﾌﾟﾘｰﾀﾞｰ 主 査 技 師 技 師

－ － － － － － 主 任 技 労 員 － －

水道事業会計

一般行政職

　　（級別の標準的な職務内容）

技能労務職



46 46

41 41

6 6

35 35

－ －

－ －

89.1 89.1

46 46

40 40

8 8

32 32

－ －

－ －

87.0 87.0

この表の職員数には、再任用短時間勤務職員を含まない。
　　　 一般行政職には、技能労務職職員１名を含む。

（ 1.00 ） （ 1.20 ） （ 2.20 ）
1.95 2.20 4.15

（ 1.10 ） （ 1.25 ） （ 2.35 ）
2.15 2.35 4.50

（ 1.00 ） （ 1.20 ） （ 2.20 ）
1.95 2.20 4.15

（　　）書きは再任用職員の支給率である。

有

備 考
職制上の段階、職務の級等
に よ る 加 算 措 置

（％）

（人）

一般行政職区 分

（人）2号給

国 の 制 度

前 年 度

有

本 年 度

有

比率（Ｂ）/（Ａ）

（人）

（人）

　(4)　昇給

（人）

（人）

昇給に係る職員数（Ｂ）

号給数別内訳
4号給

本

年

度

昇給に係る職員数（Ｂ）

（人）6号給

4号給

8号給

（人）

支給率計（月分）

合 計

職　　員　　数（Ａ）

（人）

（人）

比率（Ｂ）/（Ａ）

6号給

職　　員　　数（Ａ）

（人）

（％）

8号給

　(5)　期末手当・勤勉手当

６月（月分） 12月（月分）

支　給　期　別　支　給　率
区 分

（人）

号給数別内訳

2号給

前

年

度



最 高 限 度

（月分）

※在職期間の各月ごとに属していた職員の区分に応じて定める調整月額（市は0円～50,000円、国は0円～79,200円）のうち、その額が多いものから60月分を合計した額。

　

　 （％）   

　 （人）  46

　 （％）   

 

一般行政職 技能労務職

（％）

水道事業会計

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称 夜間屋外作業等手当・浄水等作業手当・毒物劇物取扱手当

支 給 対 象 職 員 の 比 率
10.9 8.7

備 考そ の 他 の 加 算 措 置 等

・定年前早期退職特例措置(2%～20%加算)
・退職手当の調整額※

2.2
（ 21 年 12 月 １ 日 現 在 ）

支 給 対 象 職 員 数

国の指定基準に基づく支給率 6

代　　表　　的　　な　　職　　種

給 料 総 額 に 対 す る 比 率 （％） 0.0 0.0 0.0

支 給 対 象 地 域 市　内　全　域　

41.34 59.28

支 給 率 8

区 分 全 職 種

　(7)  地域手当

41.34 59.28

59.28

・定年前早期退職特例措置(2%～20%加算)
・退職手当の調整額※

59.28

　(8)  特殊勤務手当

市 の 制 度

国 の 制 度

30.55

30.55

　(6)  定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者
区 分

              （月分）               （月分）              （月分）



国 の 制 度

と の 異 同

配偶者 13,000 円 配偶者 13,000 円

２人目まで１人 6,500 円 １人当たり 6,500 円

３人目から１人 6,600 円

自宅の場合 8,000 円

住居手当 異なる

借家の場合（家賃12,000円を超
える場合に限る）

家賃の額に応じて27,000円を限度
に支給

借家の場合（家賃12,000円を超
える場合に限る）

家賃の額に応じて27,000円を限度
に支給

定期代全額支給

5,000 円
満１６歳の年度初めから満２２歳
の年度末までの子の加算額

１人当たり

乗用車等を使用する場合
使用距離等に応じて2,000円～
24,500円を支給

定期代全額支給（55,000円を限
度）

電車、バスを利用する場合

区 分
市 の 制 度

１人当たり 5,000 円

使用距離等に応じて2,000円～
24,500円を支給

乗用車等を使用する場合

異なる通勤手当

電車、バスを利用する場合

国 の 制 度

差 異 の 内 容

配偶者以外の扶養親族　
(配偶者のない場合、１人目は
11,000円)

(配偶者のない場合、１人目は
11,000円)

 (9)  その他の手当

扶養手当

満１６歳の年度初めから満２２歳
の年度末までの子の加算額

異なる
配偶者以外の扶養親族　



平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成22年度 平成23年度 継続費の

末 ま で の 末までの支 支 払 末までの支 以降の支払 総 額 に

支 払 義 務 払義務発生 義 務 発 生 払義務発生 義 務 発 生 対 す る

国庫支出金 企 業 債 負 担 金 一般財源 発 生 額 （見込）額 予 定 額 予 定 額 予 定 額 進 捗 率

平成22年度 249,000 － 112,000 － 137,000 － － 249,000 249,000 － 　　53.0%

平成23年度 221,000 － 141,600 － 79,400 － － － － 221,000 －

計 470,000 － 253,600 － 216,400 － － 249,000 249,000 221,000 　　53.0

水道事業会計

1.

資

本

的

支

出

継  続　費　に　関　す　る　調　書

項款

（単位：千円）

左 の 財 源 内 訳

全 体 計 画

年　　度 年 割 額
事　業　名

新 井 浄 水 場

沈 澱 池 設 備

増 設 事 業

1.

建

設

改

良

費



1 .

⑴ 983,521,905

⑵ 11,747,429 995,269,334

2 .

⑴ 479,089,000

⑵ 252,175,000

⑶ 345,497,000

⑷ 1,315,426,659

⑸ 17,552,675

⑹ 0 2,409,740,334

1,414,471,000

水道事業会計

そ の 他 営 業 費 用

営 業 損 失

営 業 費 用

原 水 及 び 浄 水 費

配 水 及 び 給 水 費

総 係 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

平成２１年度市原市水道事業予定損益計算書

（平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日まで）

（単位：円）

営 業 収 益

給 水 収 益

そ の 他 営 業 収 益



3 .

⑴ 106,480,000

⑵ 2,508,000

⑶ 1,495,894,000

⑷ 396,547,000

⑸ 3,531,000 2,004,960,000

4 .

⑴ 576,134,000

⑵ 4,355,000 580,489,000

5 .

⑴ 10,000,000 10,000,000 1,414,471,000

0

0

0

0

 

予 備 費

経 常 利 益

当 年 度 純 利 益

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

当年度未処分利益剰余金

他 会 計 補 助 金

雑 収 益

営 業 外 費 用

支払利息及び企業債取扱諸費

雑 支 出

予 備 費

営 業 外 収 益

給 水 申 込 納 付 金

受 取 利 息 及 び 配 当 金

他 会 計 負 担 金



1 .

⑴

ア 970,084,418

イ 2,764,799,653

897,512,095 1,867,287,558

ウ 33,470,642,171

10,184,280,467 23,286,361,704

エ 9,473,932,403

6,190,629,826 3,283,302,577

オ 27,033,528

15,289,414 11,744,114

カ 172,278,744

143,873,223 28,405,521

キ 1,819,911,194

31,267,097,086

⑵

ア 3,244,512,789

水道事業会計

平成２１年度市原市水道事業予定貸借対照表

（平成２２年３月３１日）

（単位：円）

資　　　産　　　の　　　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

車 両 及 び 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

工 具 器 具 及 び 備 品

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

水 利 権



イ 2,757,500

3,247,270,289

34,514,367,375

2 .

⑴ 2,272,001,000

⑵ 2,021,281,334

⑶ 2,868,640

⑷ 800,000

4,296,950,974

38,811,318,349

3 .

⑴

ア 647,440

647,440

4 .

⑴ 668,805,377

⑵ 7,277,990

676,083,367

676,730,807

電 話 加 入 権

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

貯 蔵 品

そ の 他 流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

負　　　債　　　の　　　部

固 定 負 債

引 当 金

修 繕 引 当 金

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

未 払 金

そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

負 債 合 計

資　　　本　　　の　　　部



5 .

⑴ 8,037,885,280

⑵

ア 17,117,434,119 17,117,434,119

25,155,319,399

6 .

⑴

ア 3,639,496,167

イ 7,118,348,074

ウ 601,218,841

エ 1,243,478,263

12,602,541,345

⑵

ア 375,512,828

イ 1,213,970

ウ 0

376,726,798

12,979,268,143

38,134,587,542

38,811,318,349

水道事業会計

資 本 剰 余 金

補 助 金

工 事 負 担 金

資 本 剰 余 金 合 計

資 本 金

自 己 資 本 金

借 入 資 本 金

企 業 債

資 本 金 合 計

剰 余 金

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

受 贈 財 産 評 価 額

寄 附 金

利 益 剰 余 金

減 債 積 立 金

利 益 積 立 金

当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計
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